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総合科学技術会議 基本政策推進専門調査会 分野別推進戦略総合ＰＴ 

第１３回情報通信ＰＴ 議事録 

 

平成 22 年 8 月 24 日 

 

日時： 平成 22 年 6 月 2 日（水） 14:00～ 16:30 

場所： 中央合同庁舎第 4 号館 12 階 共用 1208 特別会議室 

 

 

出席者： 奥村直樹総合科学技術会議議員（座長）、相澤益男総合科学技術会議議員、 

中鉢良治総合科学技術会議議員、 

齊藤忠夫座長補佐、西尾章治郎座長補佐、佐藤知正座長補佐、 

相澤清晴委員、青山友紀委員、阿草清滋委員、荒川薫委員、池内克史委員、 

一村信吾委員、熊谷博委員、黒部篤委員、桜井貴康委員、篠原弘道委員、 

須藤修委員、大力修委員、田中英彦委員、中島一郎委員、丹羽邦彦委員、 

安田豊委員、吉川誠一委員 

 

【議事次第】 

１．開会 

２．科学技術連携施策群成果報告 

３．ロボット領域の活動状況報告 

４．平成２１年度フォローアップについて 

５．情報セキュリティ戦略について 

６．その他 

７．閉会 

 

【配付資料】 

資料１ 情報通信ＰＴメンバー 一覧 

資料２ 科学技術連携施策群「情報の巨大集積化と利活用基盤技術開発」フォローアップ

について（案） 

資料３ ロボット領域の活動状況について 

資料４－１ 情報通信分野における主な成果概要 

  ４－２－ａ 重要な研究開発課題・戦略重点科学技術一覧 

  ４－２－ｂ 平成２１年度「分野別推進戦略」進捗状況について（案） 

  ４－３ 平成２１年度「分野別推進戦略」現状分析と対応方針要約（案） 

  ４－４ 平成２１年度「分野別推進戦略」現状分析と対応方針（案） 
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  ４－５ 情報通信分野における戦略重点施策一覧 

  ４－６ フォローアップの概要・スケジュール 

資料５ 国民を守る情報セキュリティ戦略 

 

【参考資料】 

参考資料１－１ 情報通信分野における主な研究開発課題と政策目標の関係［平成２１年

度版］（案） 

    １－２ 情報通信分野の研究開発の国際競争力に関するデータ等（第１２回から

の追加資料含む） 

参考資料２－１ 戦略重点科学技術の俯瞰図［平成２２年度予算確定版］ 

    ２－２ 戦略重点科学技術の概要［平成２２年度予算確定版］ 

    ２－３ 戦略重点科学技術の対象施策の概要［平成２２年度予算確定版］ 

 

【議 事】 

○齊藤座長補佐 

 今日はお忙しいところお集まりいただきまして、どうもありがとうございます。 

 ただいまから分野別推進戦略総合ＰＴ情報通信ＰＴの第 13 回会合を開催させていただ

きます。 

 今日は私が議事進行を務めさせていただきます、齊藤でございます。よろしくお願いい

たします。 

 まず、情報通信ＰＴの座長であられます総合科学技術会議の奥村議員にごあいさつをお

願いしたいと存じます。 

 

○奥村座長 

 奥村です。大変お忙しい中お集まりいただき、ありがとうございます。 

 本日は第 13 回でございますけれども、冒頭、２つだけお話し申し上げたいと思います。 

 最初の１点は、今日の会議に関わることでございますけれども、いわゆる去年度のフォ

ローアップが目的になっておりますが、既に第３期の第４コーナーを回った１年間のフォ

ローアップとなります。事務的には淡々と、去年の１年間のフォローアップということに

なっておりますけれども、我々の立ち位置としては、既に第４コーナーを回っていますの

で、そういうことを念頭に置かれて、ぜひこの後の各省の施策等の成果あるいは課題等に

ついてご議論いただけたら大変ありがたい。 

 これは当然、その結果につきましては次につながる可能性が非常に大きいと思います。

これが今日の会議に関すること。 

 もう一点は、既にご案内かと思いますけれども、私どもの総合科学技術会議では、来年

度の予算に関してはこれまでとはやり方を変えるということで、いわゆるアクションプラ
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ンを提示させていただいて、先日パブリックコメントにかけてございます。 

 この趣旨は、ご覧になった方はおわかりのように、従来は、各府省が出されて来られた

施策に後からＳＡＢＣとつけていたのを、私どもの方で先に方向性あるいは領域、課題等

を提示させていただき、概算要求する前に担当される各府省と一緒になっていい施策にし

ていこう、そういうやり方をとるということで、とりあえずは、いわゆる２つのイノベー

ション政策、グリーンとライフ、それから競争的資金のルールに関するもの、この３つを

先行的に来年度から始めようということになっております。 

 タイミング的には、このアクションプランに該当する施策については昨年以上に前倒し

で具体的検討に入るということでございます。当然のことながら、情報通信ＰＴに関わる

技術はこの２つの政策にも大きく関係いたしますので、各先生方、頭のどこかに置いてお

いていただけたらということでございます。 

 それでは、本日は齊藤座長補佐のご指導、よろしくお願いいたします。 

 

○齊藤座長補佐 

 ありがとうございました。 

 本日は、今、お話がございました平成 21 年度のフォローアップについて事務局から説明

いただくとともに、ご議論をお願いしたいと存じます。 

 本会合では、会議資料、議事録ともに公開とさせていただきますので、よろしくお願い

いたします。 

 議事に先立ちまして、本日の出席状況及び配付資料の確認を事務局からお願いしたいと

存じます。 

 

○事務局 

 今回の会議からご出席されている委員の方をご紹介いたします。 

 まず、総合科学技術会議の中鉢議員でございます。 

 そして熊谷委員、ＮＩＣＴ理事でございます。 

 本日は山口委員から、やむを得ぬ事情によりご欠席という連絡を受けております。 

 また、本日は、関係省庁として内閣官房、総務省、文部科学省、経済産業省、国土交通

省より、メインテーブルに出席していただいております。 

 次に、資料の確認をいたします。 

 資料１は「情報通信ＰＴメンバー一覧」でございます。 

資料２は「科学技術連携施策群「情報の巨大集積化と利活用基盤技術開発」フォローア

ップについて（案）」。 

資料３「ロボット領域の活動状況について」。 

資料４－１「情報通信分野における主な成果概要」。１枚物でございます。 

資料４－２－ａ「重要な研究開発課題・戦略重点科学技術一覧」。 
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資料４－２－ｂ「平成 21 年度「分野別推進戦略」進捗状況について（案）」。 

資料４－３「平成 21 年度「分野別推進戦略」現状分析と対応方針要約（案）」。 

資料４－４は、その本体でございます。 

資料４－５「情報通信分野における戦略重点施策一覧」。 

資料４－６「フォローアップの概要・スケジュール」。 

そして資料５「国民を守る情報セキュリティ戦略」でございます。 

 次に、参考資料１－１「情報通信分野における主な研究開発課題と政策目標の関係（案）」。 

参考資料１－２「情報通信分野の研究開発の国際競争力に関するデータ等」。 

参考資料２－１「戦略重点科学技術の俯瞰図」。 

参考資料２－２がその概要。 

参考資料２－３が対象施策の概要でございます。 

 さらに、机上配付資料としてクリーム色の報告書がございます。 

「情報通信分野における諸外国の研究開発及び普及展開に関する今後の重点化戦略と

資源配分方針に関する調査分析報告書」。 

そして青い報告書が「平成 19～21 年度 情報の巨大集積化と利活用基盤技術開発成果

報告書」。 

そして平成 21 年度のフォローアップ調査票、これはＡ３判の厚い資料があるかと思い

ます。それと、その追加資料として別途印刷したものがあるかと思いますが、これが机上

配付資料でございます。 

 不足等ございましたら、事務局までお知らせいただきたいと思います。 

 なお、机上配付資料のうち青い報告書以外は、会議後、回収させていただきたいと思い

ますので、よろしくお願いします。 

 

○齊藤座長補佐 

 よろしゅうございましょうか。 

 それでは、最初の議題でございます。科学技術連携施策群のフォローアップ及びその結

果について、まず、事務局から報告をお願いします。 

 

○事務局 

 科学技術連携施策群のうち、情報通信関連の情報の巨大集積化と利活用基盤技術開発の

テーマにつきましては、情報通信ＰＴの中で取り組む位置付けとなっておりました。具体

的には、コーディネーターの西尾座長補佐にお取りまとめいただき、進めておりました。 

 この連携施策群はこの３月で活動を終えましたため、今回は、活動終了の最終報告とさ

せていただきます。 

 資料２をご覧いただけますでしょうか。主な報告事項は２点ございます。 

 １点目は、成果について。この連携施策群の３年間の総まとめとしまして、机上配付資
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料の青い冊子であります成果報告書を取りまとめました。 

 次に、２点目のフォローアップについてですけれども、この成果報告書を中心としまし

て、資料２の２枚目からの、別添１にあるようなフォーマットでフォローアップ結果を取

りまとめました。 

 別添１の構成を簡単にご説明させていただきます。 

 最初のページに目次がございますが、まず本文がありまして、補完的課題の内容につい

ての記述、それから概要についてのまとめがございます。 

 本文につきましては、１ページに連携施策群の目標、２ページから連携施策群の活動、

11 ページから連携施策群の成果と研究目標の進捗状況の評価、そして 13 ページに今後の

課題となっています。14 ページからは補完的課題についての報告となっておりまして、最

後の 24 ページ、25 ページは２ページのフォローアップ概要となっております。 

 

○齊藤座長補佐 

 以上の報告につきまして、西尾座長補佐からコメント等ございましたらお願いします。 

 

○西尾座長補佐 

 情報の巨大集積化と利活用基盤技術開発連携群の活動としましては、まだ継続中のプロ

ジェクトもございますけれども、今年３月末をもちまして終了いたしました。 

 この３年間の活動で、奥村議員をはじめ情報通信ＰＴの委員の皆様からご助言、ご指導

いただきまして、まことにありがとうございました。この場をかりまして再度お礼を申し

上げます。 

 皆様方の机上にございます青色の報告書の１から６ページに概要を記しておりますので、

それを参照しながら成果等について少しご報告申し上げたいと思います。 

 成果報告書の１ページから６ページには概要を記しておりますが、４、５、６ページに

挙げさせていただいておりますように、技術面、法制度面、情報発信にわたり、いずれも

当初計画以上の成果を達成することができました。 

 以下では、特に技術面と施策間連携に焦点を当てて説明させていただきますけれども、

技術面では、指数関数的に増大するデジタル情報に対し、量的及び質的側面などに留意し

ました研究開発を行いまして、新たなイノベーションを創起できたと考えております。量

的側面では、巨大集積化によりこれまで扱えなかった量の情報をリアルタイムに処理可能

とし、サービス技術では、移動ログ情報から個人の行動特性や場の特性を見出す行動マイ

ニングエンジンなど、情報大航海プロジェクトを中心に、パーソナルサービス分野などで

22 のモデルサービス及びオープンに利用できます 59 の共通技術を開発しました。また、

これらの情報処理を支える基盤技術では、従来比約 20 倍の高速化を実現した超高性能デー

タベース基盤技術などを開発しました。 

 質的な側面では、安全・安心に資する新しい尺度として、情報の信憑性を付加するウェ
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ブ情報の信憑性検証技術に関する研究開発を進めました。なお、超高性能データベース基

盤技術は最先端研究開発支援プログラムに一本化され、ペタバイト超級の大規模データベ

ースにおいて従来比約 1,000 倍の超高速データベースエンジンの開発を、現在、推進いた

しております。 

 また、連携施策でございますので、６ページにあります連携マップを関係府省等の間で

共有することによりまして、各施策の連携を強力に推進し、新たな技術、サービスを創出

することができたと考えております。 

 特に補完的課題でありますセンシングウェブの開発につきましては、別の連携施策であ

ります次世代ロボット連携群とセンサのインタフェース仕様を共有するなど、連携群間で

の連携も進めるという非常に有意義なことができたと考えております。 

 今後の課題としまして、本連携群での成果をさらに広く活用することを可能とするため

に、パブリッククラウドといった産官学クラウドの基盤構築などの提言を行っていくとと

もに、今後の持続的な研究開発の促進に当たり、関係諸機関の連携体制の一層の強化や、

国際競争力のさらなる向上を目指すことが重要であると考えております。 

 以上、概要を述べさせていただきました。詳細は、この成果報告書をご覧いただければ

と思います。 

 

○齊藤座長補佐 

 今のご説明、コメントに関して、ご質問、ご意見、その他ございましたらお願いしたい

と存じます。何かございますでしょうか。 

 では、私から。 

 難しい質問かもしれませんけれども、やはりこれはグーグルが念頭にあって、最初のこ

ろはそれへの対抗という言い方を広くされていたのではないかと思いますが、この結果、

何かそういうベンチャービジネスができそうだ、等、そういう情報はございますでしょう

か。 

 

○西尾座長補佐 

 まず、グーグルとの関係に関しましては、我々は、グーグルは技術的な開発案件と見る

よりも、どちらかというと一つのビジネスモデルであると考えています。グーグルは、何

か検索しますと、即座にとにかく関連する情報を全部列挙してきます。我々が目指したの

はそうではなくて、何かのキーワード等を入力しますと、関連情報をいろいろな形で連携

させ、利用者にとって非常に有効な形で、しかも深い知識として利用者に提供することで

した。それによって、利用者サイドでは、１秒で答えは出てこなくても、得られた情報を

有効に利活用ができる知識インフラとなり得るプラットフォームの構築を目指してきまし

た。ですから、グーグルとの明確な区分けができておりまして、そのもとで、プロジェク

トとしては大きな成果を得ることができたと考えております。 
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 ベンチャー等のことに関しましては、特に情報大航海プロジェクトにおいて、多様なサ

ービスを展開するための基盤技術を提供してきました。一つの例で言うならば、具体名を

申し上げるには問題があるかもしれませんが、現在、ＮＴＴドコモがサービス提供してお

ります i コンシェルというシステムに関しましても、情報大航海プロジェクトで基盤技術

が開発され、世に提供されていると考えております。もちろん、ＮＴＴドコモは大企業で

ございますけれども、我々の連携群では、情報大航海プロジェクトをはじめとして、多く

のモデルサービス、共通基盤技術を提供しておりますので、ベンチャー企業を興す上でも

非常に有効な連携群であったと考えております。 

 

○齊藤座長補佐 

 他にご質問はございませんでしょうか。 

 大変立派な成果をお上げになって、今後これが生かされて、いろいろな格好で科学技術

分野の発展のみならず多くの社会的な、国民全体の知識の近代化に貢献するようになるこ

とが期待できますので、大変よろしかったのではないかと思います。 

 特にございませんようでしたら、総合ＰＴへの報告については奥村座長に一任というこ

とで、本議題についてはこれで終了ということでよろしゅうございましょうか。 

 

○齊藤座長補佐 

 ありがとうございました。 

 次に、ロボット領域の状況報告ということで、これも事務局から資料に従いましてご説

明いただき、佐藤座長補佐から補足のコメントをいただきたいと存じます。 

 

○事務局 

 ロボット領域の活動状況について、ご報告させていただきます。 

 昨年度、１月 22 日に開催されたロボット領域検討会次世代ロボット研究連携推進会議、

第３回の会合の結果、民間での意見交換、情報交換を密にしていただくことになりました。

これを踏まえて、民間の団体であるロボットビジネス推進協議会及びネットワークロボッ

トフォーラムに協力を依頼しました。その結果、情報通信ＰＴに対して、それぞれの活動

状況に合わせて情報提供いただくことになりました。 

 今回は、ロボットビジネス推進協議会から「次世代ロボットの本格普及に向けて」と題

した声明をいただきました。これが別添１の資料になります。 

 これについて概要を説明させていただきます。 

人と共存するロボットに不可欠な対人安全確保については、その基準や検査・認証手法

が未確立であることは開発側のリスクを高めており、特に医療、福祉、介護等の分野でロ

ボット利用が進まない大きな阻害要因である。 

 次世代ロボットの本格的な普及を促進するために、以下のような課題に対して、産学官
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の幅広い関係者にも一層強力な支援、取り組みを期待する。 

 １、次世代ロボットの対人安全技術確立と基準・検証手法整備の着実な推進。 

 ２、現場実証機会の拡大とロボット導入に向けた社会制度の見直しの推進。 

 （１）実証機会の拡大。 

 （２）社会環境の整備。 

 （３）公共調達の拡充。 

 ３、ユーザ支援を通じた製品普及促進に向けた環境整備。 

 これらを声明として発表されております。 

 今後もこのロボット領域では、民間との連絡を密にして、重要な課題解決に向けて府省

連携等を推進するということです。 

 

○齊藤座長補佐 

 佐藤座長補佐、よろしくお願いします。 

 

○佐藤座長補佐 

 民間との連携ということで、今、報告いただきましたけれども、それとともに、地域と

の連携や、あるいは国と地域との連携という側面も含めて考えていきたいと思っておりま

す。 

 特に、ロボットの場合は現場で利用されているという側面も非常に大事でありまして、

福祉ロボットですと、やはり市とかそういう現場で使われて初めて物になるという事もあ

ります。地域との結びつきが非常に大事になると思います。ただ、地域だけだと技術開発

自身もできませんので、やはり中央との連携、各省庁との連携も大事になるということで

す。その辺りの全体を見据えて、私はバリュー・チェーン・プロジェクトと呼んでいるの

ですけれども、将来のロボットがつくるバリュー・チェーン全体をカバーするようなスコ

ープでぜひ取り組みたいと考えております。 

 一方、ロボットの技術はライフ・イノベーションという意味では非常に大事な技術にな

ると思いますし、実はグリーン・イノベーションにも絡んでおりまして、その辺もきちん

と考えながらやりたいと思っております。 

 

○齊藤座長補佐 

 これにつきまして、ご質問、ご意見等ございますでしょうか。 

 

○須藤委員 

 全く専門外で、佐藤座長補佐にもお伺いしたいと思うのですけれども、東京大学付属病

院が手術ロボットの導入を検討なさっているようですが、既に慶應大学や九州大学では導

入されておりますけれども、すべてアメリカ製のロボットで、日本の手術ロボットはレベ
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ルが低くて使えないという含意のことが言われています。レベルが高いと聞いていたのに、

なぜここまで差をつけられたのかお聞かせいただければと思います。恐らく導入・運用の

環境整備の問題が関わっていると思いますが。 

 

○佐藤座長補佐 

 その通り、環境整備であります。日本でも、非常に早くから研究されている先生方もた

くさんいらっしゃいますし、技術的には決して劣っていないと思われます。ところが、実

際にそれを社会の中に適用しようとすると、社会的な制度が非常に足かけになって、特に

臨床となりますと、日本では非常に時間がかかるということが現状の問題点としてありま

す。 

 先生方の中には、日本では時間がかかってしようがないので、それが早くできる海外に

出ていこうなどという事をおっしゃる方も最近、非常に多くなっていて、私自身、非常に

危機感を募らせております。 

 一方で、医療ロボットというのは今、アメリカでは非常に力を増してきております。例

えば、ダヴィンチと言われている手術ロボットに関しては、前立腺がんという非常にいい

適用例となり、患者さんのほうが、そのロボットが置かれている病院を指定して入院する。

ロボットで手術を受けると予後が非常に早いというようなことがあって、今、非常に大事

な技術になりつつあります。 

 そういった中で、日本がこれからもしそういうものを先導するということであれば、先

にビジネス推進協議会から報告がありました安全性の問題や、それをどのように社会の中

で受け止めていくのかという、社会制度を含めた、かなり意識改革をした取り組みをやら

ないといけないと思っております。その辺りも含めてぜひここで議論させていただいて、

それを推進させていただければと思います。 

 国の役割の非常に重要な部分として、そのような認証とか社会制度という部分がありま

すので、それは国として必ずやらなければならないことだと思っております。 

 大事なご指摘をどうもありがとうございました。 

 

○齊藤座長補佐 

 他に何かございますでしょうか。 

 今の佐藤座長補佐のお話で、よくわかるわけでございますが、技術開発のための国の役

割というのは、経済的支援とかがいつも話題になるのですが、ＩＣＴの分野では先端技術

ということもあって、それ以上に、今おっしゃったような、それを妨げている要因をどう

やってなくしていくかということが、国の役割として大変大きいと思います。もちろん、

さらにその先端をいく分野での開発に対する研究費といった支援はたくさんあると思いま

すが、先ほどの情報の巨大集積化でも、これを実際に、特に日本でやろうとするときの大

変大きな問題は、いろいろあると思いますが、こういう支援がない状態でビジネスを確立
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している人たちの反対が大きい。既存勢力の反対といいますか、そういうものが大きいと、

いろいろなところで言われております。 

 医療ロボットの場合には、必ずしもそういうことはないのではないかと思いますが、新

技術に対する国民全体のアクセシビリティの悪さのような話があると思いますし、ＩＣＴ

の場合には、やはり国がそういうことについて積極的に支援して進めていただくような雰

囲気作りといいますか、もちろん法制度の改正その他も含めまして、とても重要なことが

たくさんあると思います。 

 今まで科学技術政策で、今のような観点からの国の役割が余り表では論じられていない

という感じもいたしますので、今のテーマ２つとも、偶然ではないと思いますが、ＩＣＴ

の先端を行こうとするときに、そのような面が大変大きな問題になっていることを議論し

ている方がたくさんおられると思います。 

 第４次計画の前の技術予測調査でも、その技術ができるのか、その技術を支援する国の

役割は何かといったアンケート項目がすべての分野についてありますが、ＩＣＴの分野は

今みたいなものは一つもありません。チェックする欄すらない。それが今まで、大変難し

い問題だと思いますが、これは各省庁の役割かもしれませんが、ＩＣＴでは特に、常にそ

ういうことが話題になっていると思います。 

 今のようなことも含めて、情報通信ＰＴで何か言うということも考えられるのではない

かと思いますが、とりあえずは、この総合ＰＴへの報告のところで少しそういうことを言

う可能性はあるのではないかと思います。 

 

○奥村座長 

 今の須藤委員のご発言に関して、ちょっとお知らせしておきます。佐藤座長補佐がお答

えになった通りだろうと思うのですけれども、来年度から私どもで始めようとしている２

つのイノベーションの中にライフ・イノベーションがありまして、その中にロボットとい

うのを１つ入れてございますが、これはまさにご指摘のように、単なる研究開発だけでは

なくて、やはり制度ネックがあればそれを、従来よりは一段と踏み込んだ形で、研究開発

と並行して制度改革も進めていこうということを打ち出している施策でございます。その

あたりの制度面におけるネックが、結果、研究開発の成果を世の中で実装する上で障害に

なっているのではないかという認識は私どもも持っておりますので、来年以降、関係府省

のご協力を得ながら少しでも改善してまいりたいと考えてございます。 

 

○齊藤座長補佐 

 ぜひお願いしたいと存じます。 

 

○佐藤座長補佐 

 １点だけ補足させていただけますでしょうか。 
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 ロボットの観点から言いますと、日本はロボット王国と言われております。それは産業

用ロボットが世界に冠たる技術を持っていて、いまだに世界の６割を占めることから来て

おります。 

 産業ロボットの場合は、自動車会社という非常にいいパトロンがおりまして、お金も出

して口も出して、技術を非常に磨いていったというような歴史的経緯があります。福祉ロ

ボット、生活ロボットとなりますと、やはりこれは国と地方だと思うのです。その人たち

が「これを育てよう」という意識を持って、お金も出し、口も出し、ハードルを取り除い

て技術を推進するという強い意思を持たないと、もちろん、ロボットの技術は一生懸命や

ることが前提ですけれども、そういった全体としての取り組みへの強い意志みたいなもの

がないと、育っていかないのではないかという危機感を募らせております。ぜひとも生活

あるいは福祉ロボットを実現するために、さまざまなご助力を頂き、あるいは努力をして

いきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 

○齊藤座長補佐 

 大変いい議論をしていただきまして、ありがとうございました。 

 次の議題に移らせていただいてよろしゅうございましょうか。 

 それでは、分野別推進戦略、平成 21 年度のフォローアップにつきまして、まず、事務局

からスケジュール及び進捗状況についてご説明いただき、その後で皆様からご意見をいた

だきたいと思います。 

 

○事務局 

 それでは、フォローアップについてご説明したいと思います。まず、今回のフォローア

ップの位置付けについてご説明いたします。 

 資料４－６をご覧ください。 

 これにつきましては、前回もお配りいたしましたけれども、平成 21 年度のフォローアッ

プの概要、スケジュールについて書いているものでございます。この３ページ目にスケジ

ュールのフローチャートがございます。 

 前回、３月９日に情報通信ＰＴが開かれましたが、それが、この図でいきますと右上の

茶色の枠でございます。その時期と並行いたしまして、総合科学技術会議から各府省にフ

ォローアップの調査票を配り、４月にその回答を締め切って、それを全部取りまとめてお

ります。その取りまとめたものが、机上配付のＡ３の資料となってございます。 

 これに基づきまして、資料４－２以下、事務局がその中から抜粋しておりまして、今回

ご議論をいただいた結果につきましては、６月末に予定されております、一番下にピンク

色で書いてございます第 10 回の総合ＰＴに上がっていく、そういった位置付けになってご

ざいます。 

 それでは、資料４－１をご覧ください。 
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 これは平成 21 年度時点での情報通信分野の進捗について、成果概要を中心に、１枚にま

とめたものでございます。 

 第３期の４年目、平成 21 年度までの予算の当初予算の合計で、４年間で約 6,600 億円投

入されております。ちなみに、平成 21 年度は約 1,580 億円となってございます。そのうち

戦略重点につきましては、2,410 億円ほどとなってございます。 

 そして、重要な研究開発課題としては８領域 42 課題、戦略重点科学技術は全 10 課題と

なってございます。 

 その戦略重点別の成果例ということで、真ん中の枠にスパコン、ＩＴ人材、半導体、ソ

フトウェア、ユビキタス、ロボット、ディスプレイ・ストレージ、ネットワーク、ヒュー

マンインターフェース・コンテンツ、セキュリティと、それぞれ成果概要が書いてござい

ます。これにつきましては、資料４－２で別途ご説明したいと思います。 

 これらの成果につきましては、世界トップクラスの研究成果が出ているということで、

さらに強みを伸ばしていくことが必要でありますけれども、一方、社会的な側面、産業、

科学技術、安心・安全の面からそれぞれを見ますと、やはり昨今言われております「国際

競争力が低下しているのではないか」、「少子・高齢化問題にどう対応するのか」、「地

球温暖化問題についてはどうなのか」など、いろいろな社会的な課題が挙げられておりま

す。このため、ＩＣＴの利活用技術とともに、社会制度・システムの改善も併せて推進し

ていくことが必要なのではないかということでございます。 

 このことに関しましては、後ほど資料４－３でご議論いただきたいと思います。 

 それでは、資料４－２－ａをご覧ください。 

 資料４－２－ａは、資料４－２－ｂの目次のようなものになってございます。 

 ネットワーク領域から研究開発基盤まで、８つの領域ごとに重要な研究開発課題を分類

しているものでございます。そして、その下に戦略重点科学技術が載ってございます。 

 裏面につきましては、平成 21 年度で終了した案件を載せてございますので、参考にして

いただければと思います。 

 資料４－２－ｂは平成 21 年度における情報通信分野の進捗状況の本体でございます。具

体的に、平成 21 年度の成果を中心にご説明いたしますけれども、適宜机上配付のＡ３判の

資料、この 61 ページから 105 ページのあたりをご参照いただければと思います。 

 各省庁からの報告によりますと、概ね順調ということでございますけれども、各先生に

おかれましては、成果について今後の課題、「こうしたらもっとよくなる」等々、後ほど

ご意見を賜れれば幸いでございます。 

 まず１ページ、ネットワーク領域でございます。 

 ネットワーク領域につきましては１ページから４ページまで記述がございまして、課題

番号は１番から７番となってございます。 

 まず１番目、ダイナミック・ネットワークの関係でございますけれども、利用者の要求

に最適な環境を提供するということで、コグニティブ無線について研究開発が行われてお
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ります。幅広い周波数帯、400 メガヘルツから６ギガヘルツまでに対応する無線機とか無

線基地局が開発されまして、国際標準に採択されたということでございます。 

 ２番目の、100 億個以上の端末の協調制御につきましては、基盤的技術開発が確立され

て、読み書きモジュール等々の開発が行われたと伺っております。 

 ３番目、いわゆる高速大容量低消費電力ネットワークの関係でございます。例えばフォ

トニックネットワークの分野におきましては、100 テラビット・パー・セカンドの高機能

光ノードに必要な技術が開発されたということでございます。また、世界初の光位相変調

デバイスの開発が行われたということでございます。 

 ２ページ、４番目のワイヤレスの関係でございます。今、申し上げましたコグニティブ

以外でいろいろございますけれども、例えばミリ波帯利用の高度化につきましても大変す

ばらしい成果が出ていると聞いておりますし、電磁環境の測定の精密化が行われたという

ことでございます。 

 ５番目のデペンダブルセキュアネットワークに関しましては、具体的な成果として、例

えばＩＳＰ15 社の協力によるトレースバック技術の実証実験を実施し、これにつきまして

は実用性、適用性にすぐれる方式ということで、世界で初めて提案したと聞いております。 

 ユビキタス領域に移りたいと思います。 

 ４ページ、５ページがユビキタス領域でございまして、課題番号は８番から 12 番となっ

てございます。 

 まず、８番のユビキタス創造的生活支援基盤。自律移動支援プロジェクトが実施された

ということで、サービスを行うための基本的なルールを技術仕様という形でまとめた。ま

た、平成 21 年度は全国７カ所において、地方公共団体等の先進的取り組みをモビリティサ

ポートモデル事業として支援したということでございます。 

 ９番の実世界状況認識技術につきましては、電子タグに関する研究成果として、児童見

守りシステムなどに活用されたということでございます。 

 ５ページの 11 番、先進ユビキタス・デバイス開発に関しましては、マルチモーダルセン

サデバイスということで、匂いセンサを開発し、また、世界初のポータブル超高感度爆薬

検知センサについて、関税中央分析所で実証実験が行われた。このような成果が報告され

てございます。 

 次に、デバイス領域をご説明したいと思います。 

 これは５ページから９ページ、課題番号 13 から 22 となってございます。 

 まず最初に、ＣＭＯＳの関係でございます。高駆動力ＣＭＯＳトランジスタが開発され

たということでございまして、カーボンナノチューブ配線技術により高密度化が図られた

ということでございます。また、欠損低減技術に取り組んでいるという報告もございます。

また、ナノテク開発拠点といったような整備も行われて、今後、研究が進められる予定で

あるとも聞いてございます。 

 飛びまして、15 番のスピントロニクスでございます。 
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 スピントロニクスにつきましては、革新費なども活用して推進されているものでござい

まして、スピンＲＡＭについて世界最高レベルの低電流書き込みを実現したということで

ございます。 

 ネットワークデバイスのフォトニック関係は、先ほどと重複しているので省略します。 

 17 番、半導体アプリケーションチップの関係につきましては、例えばマルチメディア多

機能チップでは、リアルタイム３Ｄ描画チップの開発、実現をしまして、具体的にはデジ

タルフォトフレーム等々の機器に入っていると聞いております。また、ヘテロジニアス・

マルチコア技術の開発ということで、高い電力性能比が実現されたと聞いてございます。 

 次に、セキュリティ領域についてご説明したいと思います。 

 ９ページ、10 ページ、課題番号 23、24 でございますが、ボットの駆除につきましては、

平成 21 年度には注意喚起者 11 万人、駆除ツールダウンロード数が 45 万回を超えていると

いうことで、これは世界に類を見ない取り組みであります。国際的にも高い評価を得てい

ると聞いてございます。また、経路ハイジャックの検知、回復、予防に関する技術につい

ては、大手メーカー製のルータに実装されていると聞いてございます。 

 24 番、管理手法の関係につきましては、情報処理推進機構に情報セキュリティ分析ラボ

ラトリーが設置されて、データ収集・分析が行われており、ガバナンスのためのベンチマ

ークとか、情報セキュリティ報告書モデルの改定等が行われたと聞いてございます。 

 次に、10 ページ。５番目のソフトウェア領域でございます。課題番号は 25、26 でござ

います。 

 組み込みソフトの関係でございますが、平成 21 年度までに高信頼な車載制御系の基盤ソ

フトについて、実車上で実装、検証、評価が実施されたということでございます。また、

ソフト設計支援ツールとか品質保証ツールが開発されたということで、これらは欧州と比

較して、アーキテクチャの優位性が確認されたと聞いてございます。 

 また、ソフト人材の関係では、先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラムにおきま

して、平成 21 年度につきましては 254 人の修了生が輩出されたという成果が出ているとい

うことでございます。 

 次に、10 ページの下のほうから 13 ページ、６番目、ヒューマンインターフェース及び

コンテンツ領域でございます。課題番号は 27 から 31 でございます。 

 主な成果として、11 ページの 28、感動を共有するインフラの充実につきましては、例え

ば立体映像につきまして、インテグラル式の装置が設計、試作され、放送信号の符号化で

は、90 メガ bps での品質を達成したということでございます。これは８Ｋ映像に対しては

世界初ということでございます。また、３Ｄ映像の撮影・表示・流通技術につきましては、

文化財等のデジタルアーカイブ応用などの実証実験が行われたということでございます。 

 また、11 ページの下に書いてございますアニメ制作でございますが、群集表現ツールな

どにつきまして、商用アニメにも使用されているということでございます。 

 12 ページ、29 番の多国間スーパーコミュニケーションに関しましては、多言語音声翻訳
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システムによりまして、国内５カ所での実証が行われたということでございます。 

 また、30 番のエンハンスト・ヒューマン・インターフェースの関係でございますけれど

も、脳活動のゆらぎに基づく理論、これは世界トップレベルだということでございます。 

 31 番、情報の巨大集積化につきましては、先ほど紹介があった通りでございますけれど

も、例えば、150 億規模のウェブアーカイブを実現したということもございます。先ほど

西尾座長補佐からご説明がありましたけれども、一部の研究につきましては最先端プログ

ラムのほうに移行してございます。 

 次に、13 ページ、14 ページ、ロボット領域でございます。課題番号 32 から 39 でござい

ます。 

 いろいろロボットございますけれども、例えば 32 番、家庭や街の分野におきましては、

高齢者に対する買い物支援、コミュニケーションの活発化、ヘルスケアなど５種類のサー

ビス連携、そういう実証実験が行われ、34 番の安全・安心分野につきましては、災害現場

において迅速な移動を可能とする、耐久性に優れたロボットが開発されまして、これは米

国の緊急事態管理庁の世界最大級の災害訓練所で唯一瓦礫などの中を走破した、そういう

報告もございます。 

 38 番、ＲＴモジュールの高度化につきましては、３次元の視覚認識知能モジュールの開

発が行われて、共通プラットフォームが作成されたということでございます。また、在宅

健康管理システムのプロトタイプが開発されたということでございます。 

 領域の最後は８番目の研究開発基盤領域、14 ページ、15 ページ、課題番号 40 番から 42

番でございます。 

 スパコンにつきましては、前回ご説明しました通り、昨年末の予算折衝の過程で施策名

が「革新的ハイパフォーマンスコンピューティングインフラ」と変わってございます。そ

して、昨年の春、それまでのスカラ・ベクトル複合型からスカラ単一システムへ変更され

てございます。また、10 ペタの目標は変わらないのですけれども、予算折衝の過程で、達

成時期につきましては、平成 24 年６月までに変更になっております。 

 15 ページから先は戦略重点科学技術ということで、それぞれスパコンの関係、ＩＴ人材、

半導体云々となってございますけれども、この内容につきましては、ただいまご説明しま

した各領域の技術につきまして、組みかえをしてここに載せてございます。重複いたしま

すので、説明は省略させていただきます。 

 

○齊藤座長補佐 

 これにつきまして、ご議論、ご質問、その他ございましたらお願いしたいと存じます。 

 

○田中委員 

 こういったさまざまなトップの技術がいろいろ出てきているのは、とてもありがたいこ

とだと思うのですけれども、最近見ておりますと、いろいろな技術を結び合わせてビジネ
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スにしていく、そういうのを民間で非常に強力に捕まえてバッと使っていくといいますか、

そういうアイデアをたくさん出していくような機会がビジネス的に非常に弱いような気が

します。単にこういう技術を世の中に出して「いいでしょう」と見せるだけで、本当にビ

ジネスで使えるかというと、非常に心もとない気がいたしておりまして、その辺、何かプ

ッシュするようなことができないかという気がいたしております。 

 大ざっぱな話で申しわけございませんが、感想でございます。 

 

○齊藤座長補佐 

 多分皆さんそう思っていらっしゃると思います。 

 誰かが答えるという性質のものではなさそうでございますが、皆さんからそれぞれご意

見、あるいは今のご意見に対するレスポンスでも結構ですがございますか。 

 

○一村委員 

 私も今のご意見と同じような考えを持っております。今回の資料４－１にありますよう

に、世界トップクラスの成果が出ても、なかなか産業競争力というか、国際競争力につな

がっていない。 

 その背景として、いろいろ拝見しますと、今回は、標準化というところにかなり踏み込

んで対応関係が書いてあるかと思います。しかしながら、標準化だけではだめで、先ほど

のロボットのお話にありますように、その標準化をベースにして、いかに認証システムを

作り込んでいくか。認証システムを標準化と適合させながらやっていくためには、適合性

評価技術といったものも必要になるかと思いますが、国全体で標準と認証、それに合わせ

て認証システムを作り込み、そこまでいろいろ考えて施策を打たないと、なかなか競争力

に繋がらないのではないかと思っております。 

 

○須藤委員 

 田中委員がおっしゃったこと、ごもっともだと思います。 

 私がちょっと関係したところで、要素技術を結びつけて、開発された技術を結びつけて

高度なサービスまで持っていくという取り組みとしては、今度科学技術振興機構のサービ

スサイエンスでの公募、それから、経済産業省の方では「サービス工学」と言って科学技

術振興機構と差別化していると思いますけれども、ＩＴとサービスの融合ということで、

今、実証実験をおやりになっています。ああいう動きを見ていると、特に後者は私、委員

長を拝命しておりますので個別の案件について見てみると、田中委員がおっしゃったよう

な形で、とにかく融合させてビジネスモデルを作ろうという動きが出てきていることは確

かだと思います。 

 ただ、それをやるに当たって、必ずしも大きい予算が付いていないと思います。だから

下手をすると中途半端で、実証実験レベルで止まってしまう可能性もあるかなと思います。
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実ビジネスまでのロードマップをもう少し描いた予算配分等も、今後、必要ではないかと

思います。 

 

○西尾座長補佐 

 前回の情報通信ＰＴでＩＣＴ分野の国際競争力に関するデータがありましたが、デンマ

ークや北欧が非常に高く、日本が結構下位の方になっていました。その要因をいろいろ考

えてみますと、真のイノベーションを創起するには、科学・技術によるイノベーション、

ユーザ指向のイノベーション、法制度も含めたソーシャルなイノベーションという、イノ

ベーションの３つの段階のスパイラル化が非常に重要であると考えています。北欧等が情

報通信分野における国際競争力に優れている要因の一つは、ユーザ指向のイノベーション

が上手く推進されていることにあると考えます。 

 関西で介護ベッド等の開発を推進しているある企業では、開発をする横で、ユーザの代

表的な方々（リードユーザ）が開発途中のベッドに関する評価やコメントをフィードバッ

クする仕組みが構築されており、ユーザ指向の非常にすばらしい介護ベットが製作されて

おります。このようにユーザと開発する側がもう少しタイトに連携できるような仕掛けが

要るのではないかと考えております。 

 

○青山委員 

 日本のＩＣＴの国際競争力に関して、電子情報通信学会で私が会長をしておりましたこ

の５月に、特別企画のシンポジウムをやりまして、西尾座長補佐にもパネラとして出席し

ていただきました。ＮＨＫのニュースで流れたりして大変話題になりましたけれども、そ

の中では、産業界あるいは大学、あるいは官、それぞれの立場からいろいろな意見が出ま

した。特にアメリカのＩＣＴビジネスに詳しいパネラから、アメリカでは、最近は新しい

技術がベンチャー的なところから出てきて、それを大企業がちゃんとウォッチしていて、

ある程度「これはいいな」と思ったら、大企業がそれを買うというのでしょうか、取り入

れて実用化、ビジネス化し、そういうことで死の谷を越えるというプロセスが非常に多く

なっているということでした。 

 日本の大企業はどうもそういう感度が低くて、大学などから出てきた新しい技術に対し

て、いいものについては企業がそれをちゃんとキャッチして、企業の方でそれを育ててい

く、そういうプロセスがなかなか進まないわけですね。最近は、産学連携ということは大

学の方でもすごく意識していて、産学連携が非常に重要である、大学でもちゃんと特許を

取らなければいけないとか、そういうことはいろいろあるのですが、やはり新しい技術が

産学連携の中から出てビジネスとして育っていくという、アメリカで起こっているような

ことがどうしたらできるのか、その辺が私も最近すごく気になっております。 

 日本のベンチャー、いわゆるお金を動かすベンチャーではなくて、新しい技術に立脚し

たベンチャーがきちんと育っていって、それ自身が大企業になっていくのもいいし、大企
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業がその生まれた技術を買って、そして育てていくという、いろいろなアプローチがある

と思うのですけれども、そういうところが少々日本は貧弱なのかなという気が最近してい

まして、どうやったらいいのかがなかなか悩みどころなのですけれども、我々に課せられ

た課題として考えるべきことかなと思っております。 

 

○丹羽委員 

 今、出ている話は非常に大事なことでありまして、私もＪＳＴの立場としては、いろい

ろ頭を悩ませているところです。こういう最先端の技術が、今、ここまでこういうふうに

できているということを、産業界にもうちょっと積極的にＰＲするというのか、あるいは

わかっていただくというのか、そういう機会をもうちょっと積極的に作る必要があるだろ

うと思います。 

 それから、こういう最先端の技術というのは、必ずしもまだ枯れていない技術が多いわ

けで、そういうものを産業界が取り入れるというところで、やはり１つハードルがある。

そこのところをどこまでこういう研究サイドでフォローして、どこまで企業側に踏み込ん

でいただくかというところは、もう少しオーバーラップをつけて多くしていかないと、な

かなか物にならないというところがあると思います。 

 それから、ビジネスモデルという点について言うと、ビジネスモデルというのは必ずし

も最先端技術を使ってできるばかりではなくて、今ある技術を組み合わせれば、そこにた

だ一つのアイデアがあれば有効なビジネスモデルができてしまう。特にＩＣＴの場合はそ

うだと思います。余り長い期間かけなくてもパッと、極端に言えば１週間でもできてしま

う、そういうようなところがあるので、こういった議論とビジネスモデル、あるいはさっ

き須藤委員がおっしゃったようなサービス科学あるいは工学ということと、同じ領域のと

ころもあるし、ちょっと違うところもある、そういう性格のものではないかと思っており

ます。 

 

○中鉢議員 

 産業界がベンチャーに余り興味を示していないのではないかというご指摘ですが、私は、

その業態によっても違うと思いますけれども、日本企業がベンチャーをＭ＆Ａするといっ

たことは、以前より増えていると思いますが、日本のベンチャーよりも、海外のベンチャ

ーの方が多いのではないかという印象があります。 

 なぜ海外を買うのかと聞いてみますと、やはり海外のベンチャーはレベルが高く、専門

知識の深さが違うと言う意見が多いように思います。この専門知識の深さが違うことが、

多分、説得力の違いになっているのではないかと、そういうことがまず１つ実態としてあ

るのではないかと思います。 

 もう一つ、私はもちろん最近の学会とか、そういったものには既に縁がなくなっていま

すが、昔、長いこと学会活動等をやっているときに、若手研究者であったころですが、学
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会の会場で企業に売り込みをしたものです。今のお話を聞いていますと、企業がベンチャ

ーになぜ近づかないのだというお話がありましたけれども、大学の研究者ももっともっと、

遠慮せずに企業と交わってもいいのではないかという感じがします。 

 資料４－２－ａの 17 ページ、世界トップを走り続けるためのディスプレイ・ストレージ

だとか、いろいろなデバイスというのが書いてありますけれども、これを見てみますと、

どうも民間でやっているものと随分かぶるなと。世界トップのものというのは、かぶって

いいものなのかなと。 

 日本は、どうも世界でトップのものをいろいろな所でやっているのではないかという感

じがします。このように分散している事、統合できないでいる、いろいろな所に知識、あ

るいはノウハウみたいなものが分散して、企業のところにまで届いていないことが多いの

ではないかと思います。これは確かどなたかがおっしゃったように、そういうものを結び

つけるネットワークみたいなもの、日本の場合には何となくよそよそしくて、学会が終わ

るとそのまま戻っていく。─ということに対して、表現は適切ではないかもしれません

が、海外のこういうものは、お金のにおいと人のつながりのにおいがすると言いますか、

もうワンパッケージになっていて、「自分を買ってくれれば、あとはもうすぐビジネスに

つながりますよ」みたいなアプローチが、いい意味でも悪い意味でも散見されます。 

 言いたいことは、やはりもっと専門知識を深めて、スペシャリストとしての魅力と、そ

れからもう一つ、それが底流の所でつながるネットワークの場を、これもまた別の所で場

を作ってあげることが大事なのかなという感じがしました。 

 

○齊藤座長補佐 

 ありがとうございます。 

 中鉢議員のお話は、大変説得力があるのではないかと思いますけれども、時間でござい

ますので、この議論はこのぐらいでお終いにしたいと思います。 

 続けて関連するご説明がございますが、非常にたくさんあって、その中で、ほとんどが

世界最先端だという記述になっていますが、サイエンティフィックな意味で最先端だとい

うことと、産業界に結びつくという意味で、それが使えるかどうか。学会で最先端であれ

ばうれしいというのは、もちろん大事なことでありますが、それを計画として産業界に結

びつけるというのは、フェーズの違いがあって、いろいろなフェーズのものがみんなひと

まとめにリストされているという感じもなくもないのですよね。 

 しかし、形容詞としては、どれも「世界最先端」という形容詞になっていて、なかなか

そこのところは理解が難しいと思いますが、フェーズの違いで、この次のフェーズとして

どうやったらいいのかということも考えるのがいいと思いますし、それから、ネットワー

クの関係のようなものですと、例えば大学とメーカーが一緒になって、あるいは場合によ

ってはキャリアが一緒になって数社のグループで研究しているというのもたくさんあると

思います。この調査票をご覧になるとそれが一々わかると思いますが、そういう場合は、
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もう既にメーカーがくっついているのですよね。大企業がくっついているというのはたく

さんあると思います。 

 そういう場合に、それが世界最先端かという話になると、それがネットワークのような

社会システムの場合には、どうやってよその国へ売り込むのかは、昔のような技術の売り

込み方とは違う。それは日本の大メーカーさんも大変苦労しておられると思いますが、イ

ンフラストラクチャーを売り込むときには、今、違う要素がないから日本では競争力がな

いのだと言われていることが多いと思いますが、そのような問題もあると思います。 

 それから、セキュリティのテーマなどは、ボットを一生懸命探したと。それで技術が見

つかったのはいいのですけれども、これは基本的には、引き取るところはないのですよね。

ごく一部、例えばボットを一部のセキュリティベンダーに売るということはあるかもしれ

ませんが、そういうものを組織的にやるとすると、これはすべてＩＳＰの仕事になって、

ＩＳＰの共同体でやる。ＩＳＰがお金を出してボットを見つけるかどうかという話は、ま

た別な話です。ボットを探索するための国の研究というのは、研究としては重要で、日本

のインターネットの安全性向上のために現に有効に使われています。ただこれについては

新しいボットは次々に現れているわけで、国の研究費が役に立ってもそれで終わりになる

ことではない。国の研究の出口はとても複雑で、結果がビジネスになって成功というモデ

ルとは異なります。 

 昔の通信事業体みたいに１社独占するところがあらわれれば、そこがやるでしょうが、

ドングリの背比べのプロバイダがたくさんいるときにそういうものをどうするのかという

のは、多分、民間では世界中でできていなくて、そして国がやっている仕事になっている

と思いますが、それがまた、例えば国によっては国防総省がやったりするわけです。 

 そういうフェーズの違いというのも、性質によってある。だから一概に、この次に持っ

ていくにはどうしたらいいかというのは、テーマごとに詳細に議論しないといけないよう

な点もあるのではないかと思います。 

 今、中鉢議員がおっしゃったようなことも当然あると思いますが、ぜひそういう、一般

論ではなくて、より深い、それぞれの分析に対応した議論が今後できるようになるといい

と思います。 

 これは切りがないので、次の議題に移らせていただいてよろしゅうございましょうか。 

 そうしましたら、次に、分析と対応方針についてお願いします。 

 

○事務局 

 それでは、資料４－３「情報通信分野の現状分析と対応方針（要約版）」をご覧くださ

い。 

 この構成につきましては、１番が近年の情勢となっておりまして、社会、産業、科学、

安全・安心、その４つの軸で見たときの状況認識が分析されております。 

 次のページ、現状における課題や問題点につきましては、先ほどご説明いたしました８
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つの技術領域の現状における課題、問題点を挙げてございます。 

 ３ページからは対応方針ということで、その８つの技術分野における対応方針について

要点を載せている、そういう構成になってございます。 

 これをご説明するに当たりまして、参考資料１－２を見ていただければと思います。 

 先ほどから話題になっております国際競争力の観点でございます。 

 これは前回、資料としてお出ししたＩＣＴ国際競争力の国際比較でございまして、日本

は 2008 年時点で 17 位。前回のご議論で、この内容はどういうものかというご指摘もござ

いましたので、今回、２／７ページに、その内容を簡単に載せてございます。 

 一言で言いますと、いわゆるＩＣＴのいろいろな周辺分野、狭い意味でのＩＣＴではな

くて、ＩＣＴを支えるいろいろな社会環境的なことも全部含めた総合ランキングと言える

かと思います。大きく３つに分かれてございまして、エンバイロンメント、レディネス、

ユーセージ。前回、利用の面などが入っているとご説明いたしましたけれども、例えば、

ユーセージの一番下にガバメント・ユーセージとございますが、日本の場合はＩＣＴに関

する政府での利用が 34 位といったことに象徴されるように、いわゆるＩＣＴの利活用が余

り進んでいないのではないかということでございます。 

 他の所もそうでございまして、例えば教育だとか、企業が進出する場合の高い法人税率

だとか、そういったものも、このＩＣＴ国際競争力の算出に当たってのアイテムになって

いるということでございます。 

 ３／７ページからは、情報通信分野のみならず、日本全体としてトレンドはどうなのか

ということです。 

 皆さんご存じかと思いますけれども、ＯＥＣＤ諸国の中で１人当たりのＧＤＰが年々下

がってきているということでございまして、これは為替相場等々ございますので、最近変

動があるかもしれませんけれども、トレンドとしては、昔３位ぐらいだったのが 19 位、20

位近くまで落ちてきているということでございます。 

 ４／７ページでございますけれども、情報通信分野に限らず、国全体で見たときの研究

者の数として、中国の伸びが非常に高いというのがこの図でございます。 

 次の図は、米国における科学技術分野の博士号取得者の国籍で、中国、韓国、インド等

々、数としては非常に多くなっているというデータでございます。 

 それでは、質の面ではどうなのかということで、６／７ページでございます。論文数占

有率と引用でございますが、日本に関しましては、被引用回数の占有率では中国より上に

はなっておりますけれども、トレンドとしては、中国がどんどん伸びてきていると言える

かと思います。 

 最後のページでございます。 

 これは６つございますけれども、縦に見ていただくと、一番左側が科学の水準、真ん中

が技術の水準、一番右側が産業の水準となってございます。これはＮＩＳＴＥＰが毎年定

点調査ということで、有識者にアンケート調査をした結果でございまして、例えば科学の
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水準の左下を見ていただきますと、情報通信分野に関して 2014 年時点では、対アジアでも

う負けてしまうのではないか、そういう線になっている。このオレンジの線、上から２番

目のカラムが情報通信分野となってございますけれども、この矢印が左側を向いていると

いうことは、ベクトルとして、対アジアに対しては弱まってきている。さらに、絶対値と

しても５以下になるということは、５のところが中心でございますけれども、それを突き

抜けてしまうのではないか、そういうような見方をしている有識者が多いということでご

ざいます。 

 上の図に関しましては対米と対欧ということで、これはマトリクスになってございます。

よく見ていただければ、対米に関しましては右のほうが優位である、左にいくと不利にな

っていく。欧州に関しましては、上のほうが優位にあるということでございますけれども、

ここに関しましても、情報通信分野は非常に苦戦していることがわかるかと思います。こ

れが最新のデータでございます。 

 そういった認識のもとに、資料４－３の１ページに戻っていただきまして、近年の情勢

ということで、社会の貢献軸から見た状況認識としましては、まず、少子・高齢化が物す

ごく進展している。環境問題へ対応しなければいけない。また、人間性の回復という課題

もある。そして、先ほどから出ておりますけれども、社会制度などがＩＣＴ利活用を阻害

しているのではないか、そういう見方があります。 

 産業の面でいきますと、まさに国際競争力が低下してきているのではないか。独自性発

揮だとか各種イノベーション、グリーン・イノベーション、ライフ・イノベーションによ

る付加価値の向上が重要なのではないか。また、クラウド・コンピューティングだとか人

材育成、そこら辺をきっちりやらなければいけないのではないか。国際標準獲得への戦略

的な展開が重要なのではないか。また、少子・高齢化とも関連しますけれども、ロボット

等の代替労働力が重要ではないか。また、高い法人税問題をクリアしなければいけないの

ではないかということでございます。 

 科学の面でいきますと、ただいまご説明した通り、研究開発面で我が国の存在感が低下

してきている。資源がない我が国につきましては、まさに革新的技術が絶対必要ではない

かということです。欧米諸国におきましては、例えば欧州では、健康等、融合領域に力を

入れている。これは前回、調査報告でご説明しました通りでございます。スパコン等学術

基盤、また人材育成が重要であるということでございます。 

 安心・安全の面でございますが、情報セキュリティ問題はまさに国全体の問題、安全保

障に関わる問題である。しかしながら、現在、まさに脅威が深刻化、複雑化してきている。

それに対応しなければいけないということで、情報システム全体を見渡せる人、維持・管

理できる人材育成が重要なのではないかということでございます。 

 次に、２番の課題、問題点につきましては３番の対応方針の裏腹でございますので、３

ページの対応方針に移らせていただきます。 

 諸課題を見たときに、ネットワーク領域に関しましては、省エネ化への対応ということ
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で、グリーン・イノベーションへ貢献していく必要があるのではないか。また、スキル教

育、フィルタリング、また、グローバルな発想が重要なのではないか。また、情報の爆発

時代ということで、ネットワーク、データベース等々強化していかなければいけない、そ

ういうトレンドであるということでございます。 

 ユビキタス領域につきましては、広範なユビキタス研究、これは途上国も含めて、グロ

ーバルな共通プラットフォーム、またクラウドの活用等、そういった視点が重要である。

無線のコグニティブ化だとか、そういったこともきっちり考慮しなければいけないという

ことでございます。 

 次にデバイスでございますけれども、省エネプロジェクトは推進しなければいけない。

また、オープン・イノベーション型への展開、産業競争力への対応が求められているとい

うことでございます。システムからソフトまでの一貫体制、また、独創的開発のための大

学ベンチャー支援強化が必要なのではないかという記述でございます。 

 セキュリティでございますが、グランドチャレンジ型の施策が必要なのではないか。ま

た、国際標準化で我が国が主導権をとらなければいけないのではないか。セキュリティ分

野において、ベンチマークできる技術開発が必要である。また、人材育成も重要である、

そういった記述でございます。 

 ソフトウェアに関しましては、長期的な戦略が重要だという指摘でございます。また、

ソフト共有化のための標準化、オープンな標準人材育成が重要であって、まさに今、クラ

ウドに関して日本が乗り遅れてはいけないということで、それへの取り組みが重要である。

流通ソフトの品質保証、信頼性確保が重要であるということでございます。 

 次に、ヒューマンインターフェース、コンテンツ領域でございますけれども、いろいろ

な可能性について国民にわかりやすく提示することが重要である。また、巨大・複雑化し

ているサイバー空間から信頼できる情報収集をしていくことが重要である。また、若年層

教育、心理学等との連携も重要であるということでございます。また、既存産業をベース

としないアプローチに着目したらどうかという指摘でございます。 

 次に、ロボット領域でございます。日本はロボット王国ということでございますけれど

も、国際的優位性確保のための戦略的取り組みが必要ではないか。また、ロボット導入に

よる高度なサービス産業、また、サービスの体系化と安全性確保が重要であるということ

でございます。また、新たな視点としてネットワークの利用、ロボティックサイエンスへ

の長期的な取り組みが重要であるという記述でございます。 

 最後に、研究開発基盤でございますが、スパコンの競争が国際的に激化しているという

ことで、スパコンそのもの、また、それを活用する人材が重要である。超並列を使いこな

すといったことも含めてでございます。シミュレーションの結果について、製品開発へ繋

げていかなければいけないということでございます。また、スパコンに関しましては電力

を物すごく食うという話もございますけれども、低消費電力のプロセッサ等々、そういっ

たことにはきっちり取り組んでいかなければいけないということでございます。 
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 いずれにしましても、国民の理解を得る努力が必要であるということでございます。 

 

○齊藤座長補佐 

 先ほどご議論いただいたような諸問題に対するご意見が、この対応方針の中にうまく取

り入れられている面もあるかと思いますが、全体に対して何か。 

 

○篠原委員 

 私はＮＴＴから来ておりますので、まず一言申し上げなければいけないのが、近年の情

勢の③に「ＩＥＥＥの論文数が非常に減っている」と書いてありますが、昨年の夏、文部

科学省がまとめられたレポートには、ＩＥＥＥの論文の数が減っているのは、ＮＴＴから

の論文の数が減っているからだといったことが明示的に書かれておりました。私もこれに

ついて、慌てて調べましたところ、実際にそうでした。 

 ただ、ＮＴＴの中での学術的な活動自体はそんなに減っていないのですけれども、ＩＥ

ＥＥに対する論文の投稿は間違いなく減っています。今、その理由をいろいろ調べている

のですけれども、理由がないことはないのです。提出してからなるべく早く載るようにす

るためには、ＩＥＥＥよりも日本の学会のほうが早いとか、もしくはインパクトのある国

際会議ではっきり発表しておけば、必ずしもフルペーパーにこだわる必要がないとか、い

ろいろな背景があってこういう状況が起こっていることは確かなのです。 

 それで良しとは考えておりませんで、昔のレベルにまで戻せるかどうかは、ちょっとわ

かりませんが、ここの部分は非常に重く受け止めて、これから対応をとっていこうと思っ

ておりますので、ちょっとお待ちくださいという、まずこれは意思表明です。 

 ２番目は、やはり１ページの②「産業」貢献軸の２つ目に、「コスト競争力の高い新興

国との競争に打ち勝つために、高機能化・高性能化」云々と書いてございますけれども、

私は、これは非常に狭い、光アクセス、ＦＴＴＨという観点からの経験しかございません

けれども、その観点から言いますと、これは全く違っていると思います。私もアジアとか

中近東、いろいろな国を回りましたけれども、日本が使っている技術が一番高機能で高性

能で信頼性も高い、値段もそこそこだということはわかっているのですが、全く入ってい

かない。これは全く別の力が働いていることは間違いないですし、極端なことを言うと、

たまに切れたっていいじゃないかという文化が結構あります。信頼性云々よりも、やはり

価格の支配力のほうが大きい国が多いのだと、特にコモディティについてはそうなのだと

いうことをしっかり見据えてやらないと、機能、性能を追いかけると「いいのだけど、高

いよね」となってしまうような気がするので、そこの部分は、通信の関係ではもう少し違

う見方がありますよということをお話ししたかったのが２点目です。 

 ３点目は、先ほどのベンチャーのこととも絡むのですけれども、デバイスのところで私

が一番感じますのは、日本の中でも、ソフトウェアに関するベンチャーをつくっていこう

という若者は結構いると思うのです。例えば六本木ヒルズに住めるようになるためにソフ
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トウェアのベンチャーを興そうとか、新しいサービスを興すようなビジネスのベンチャー

をやっていこうという人は多いのです。けれども、いわゆるハードウェアをベースとした

ベンチャーをやっていこう、特にデバイスのハードウェアをやるベンチャーを興そうとい

う人間が日本になかなかいないのはなぜなのだろうかと。 

 私も数年前に何人かのハードウェアのベンチャーと付き合ったのですけれども、全員海

外の方、イスラエルとか、アメリカではない海外の方ばかりなのです。そういう方々は、

本当に必死にお金を集めてきて、成功する、失敗するもかなり博打的なところもあるので

すけれども、そこのところをかなりチャレンジングにやっている事に対して、日本のベン

チャーというのはどうしても、まだソフトウェアとかビジネスのほうを向いていて、本当

の意味でのデバイスレベルのベンチャーというのが他の国に比べると少ないような、これ

は私の錯覚かもしれませんけれども、そんな感じがしております。 

 そういう新しい、ファブを含めて物を作るという状況を早くつくっておかないと、最先

端の技術がどんどん出てきても、それを実際の産業に結びつけるための素地みたいなもの

がなくなってきてしまいますので、そこの部分は「ベンチャー」と一言で言うのではなく

て、ソフトウェアに関するベンチャーとハードウェアに関するベンチャーが本当に同じよ

うな問題点を抱えているのかどうか、もう少し調べていく必要があるのではないかという

感じがいたしました。 

 

○齊藤座長補佐 

 ＩＥＥＥの論文が多いのがいいのかどうかは、いいと言っている人も多いのですけれど

も、日本には学会があるのですよ。青山委員、会長をやられていましたけれども。海外で

は大きな国でも、電子情報通信学会的な学会がない国が今やほとんどではないでしょうか。

フランスは昔「アナルドテレコミカシオン」、私も学生時代は読みましたが、そのような

通信学会誌がありました。それが、2002 年ぐらいかな、「アナルオブコテレコミニカシオ

ン」に変わったのです。学会誌ではなくなったのですよ。スプリンガーが買収したのです。

要するに、ただの商業誌になってしまった。 

 学会は、会員がいない。会費は取っていない。したがって、より大きな国際連合に登録

するお金がないから脱会すると─ＩＦＩＰですが─というようなことを言っている。

既に非常に活動しているのですよ。ＩＦＩＰの中ではフランスは大変活動的ですが、国内

に学会はありません。もちろん名前はありますが、活動していない。論文も集めていない。 

 日本は、ちゃんと論文を集めています。ＮＴＴさんも大変たくさん出していただいてい

る。アジアの国も、先程言われた早く論文が載るという理由が大きゅうございますが、た

くさん投稿してくれる。それを育てることもまた必要なので、前回、ＩＥＥＥの論文が少

ないという、それだけで議論するのは大変危険だと思います。学術論文というのはどうや

ってやるべきかということはもう少し冷静に考えたほうがいいような感じがいたします。

ＮＴＴさんも、よろしくお願いいたします。 
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○池内委員 

 確かに国内会議があって、そこでお互いに知識を流通し合うことも重要なのですけれど

も、世界に対しての発信力というか、引用されるという面においては、日本の論文は英語

で書かないと絶対引用されないので、やはり両方必要ではないかと思います。 

 

○齊藤座長補佐 

 おっしゃる通りです。 

 

○池内委員 

 悩ましいのは、日本の国内学会・シンポの役割をどう考えるかという面です。我々の研

究施設は 15 人のドクターコースの院生のうち７人までが海外の人なのです。日本人のドク

ターコースの学生は、そこに投稿する。彼らはそれ程日本語ができないので、投稿できな

い。なんとなく、差別感がある。さらに、ちょっと語弊があるのですが、日本の若手研究

者が国内会議を盛り立てるためにエネルギーを注いでしまい、それで疲れはて、満足し、

国際会議まで徐徐に視野に入らなくなってくるという傾向がでてきております。このあた

り、国内会議が充実すればするほどこの傾向が強くなります。ただ、国内会議は、日本語

のため、ガラパゴス状態で世界には発信できない。このあたり、国内会議と国際会議をど

う交通整理するのかも問題のような気がします。 

 

○齊藤座長補佐 

 大いに議論はあると思います。アメリカの学会だけで良いという人は学会に投稿した論

文が不正な扱いをされた経験のない幸せな方の意見かなとも思います。 

 

○安田委員 

 今の論文の件は、私たちもＩＥＥＥの論文が研究所でどうなっているか、ちょっとわか

らないのですが、私がちょっと気になっているのは、先ほどの国際競争力に関するデータ

の中で、博士号をとっている人の数が日本はすごく少ないですよね。他の国のほうがずっ

と多い状況がある。 

 実は昨夜も別の場で、日本の企業がなぜ大学で博士の人をもっと活用してくれないのか

と言われまして、それは両方に原因があるだろうという話だったのですけれども、何とな

くそこのところが、前、この場でもちょっとそういう議論になったと思いますけれども、

そういう話と、それから、さっき青山委員が言われたベンチャー企業の技術をなぜ大企業

はもっと活かさないのかという話も、いろいろなところに関係があると思います。アメリ

カのベンチャーのほうが活かしやすいというのは、間違いなくそうだと思います。 

 それから、先ほど中鉢議員がおっしゃっていた、同じようなことをいろいろな企業でや
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っているのではないかと。私、それもすごく感じます。日本は同じような、しかも結構基

礎的なところも、日本国内のいろいろな企業同士でやっているとか、そういうことが結構

あって、もうちょっとうまく分散して、国全体としてうまくできないのかなと思います。

そのあたりが、それぞれ相互に何か関係しているような気がして、では、どうしたらいい

ということは今、なかなか言えないのですけれども、実態としては、そのようなところで

日本はちょっともったいないなと思います。 

 

○齊藤座長補佐 

 今の安田委員のご発言にあったアメリカでの博士号取得者の国籍というのがありますが、

これにアメリカ人が入っていないのは、アメリカ人はいないというふうに見えるのですが、

何かデータが落ちているのですか。これ、ちょっと調べてください。これは大いにあり得

ると思います。アメリカ人がほとんど博士課程にいない大学というのは、たくさんあると

思います。 

 

○金谷参事官 

 これにつきましては、米国籍を除いた統計になっているということです。 

 

○齊藤座長補佐 

 除くと書いてありますね。だけれどもこれ、本当にいないですよ。当然そういうデータ

があるのだと思います。 

 

○青山委員 

 いろいろ大学、産業界の話が出ていますが、実はこういうデータもあります。研究目的

のために寄附金等を積み立てた基金が各大学にはあります。ハーバード大学は３兆円、ス

タンフォード大学は１兆円、日本で一番大きい東京大学で 68 億円。こういう状況なのです。

ＭＩＴも１兆円です。みんな１兆以上の寄附金等を集めて、それをいろいろなところに使

っている。我が国では東京大学ですら 68 億円しかないのですね。 

 先ほどのアメリカの学位をとっている人で「アメリカ人は除く」の件なのですが、中国

人、インド人が大変多い。いわゆるＲ＆Ｄ投資額に対する産業界と政府側の比率が、日本

は政府側が相当低いですよね。先進国に比べると。日本は多分、今後も改善できないので

はないか、これだけ政府が借金で困っているのだから。そうすると大学も、単に政府の助

成金だけでやっていくのは、もう限界がある。 

 日本の大企業が、例えばスタンフォード、あるいはＭＩＴに何億円もお金を出すわけで

すよ、本当に。何億円もお金を出して、そのお金で一生懸命研究して学位を取り、育って

いるのはインド人と中国人の留学生です。その人たちがいずれは中国に帰り、インドに帰

り、日本の企業とＲ＆Ｄやビジネスでやり合って日本の企業を打ち負かす。私はよく日本
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企業は敵に塩を贈っているのではないかと言っているのですけれども。 

 そういうことを考えたときに、先程も日本の学生のレベルが低いとかありましたけれど

も、企業はもっと日本の大学を活用した方がいいと思います。大学の教員や学生を企業は

もっと活用できるのではないか。このままではもったいない。外国の大学にはたくさんお

金を出しているのに日本の大学には時には２桁ぐらい低い学の資金しか出さない。だから、

もう少し企業が大学にインボルブして資金、共同研究費でも寄付金でも、出すようにすれ

ば、企業側もそれ相当の成果を大学に求めて本気になる。大学も多分、１億円もらったら、

これはもう単に卒論とか修論とかを適当にまとめて報告書にして出すというわけにはいか

ず本気で成果を出さなければならない。アメリカの大学の活用もいいのだけれども、産業

界は、日本の大学をもっと活用する道を考えていかないと、国際競争力の強化はおぼつか

ない。Ｒ＆Ｄ投資全体に対する政府からのお金は、もう増える見込みは非常に薄いわけで

すから。そういうことを日ごろ感じておりまして、ぜひ企業の方はご検討いただきたいと

思います。 

 

○齊藤座長補佐 

 ここでもよく議論になっているのだけれども、日本はドクターを取っても全然月給が高

くない。アメリカだと、ＩＥＥＥのスペクトラムに１年に１回ぐらい給料相場が出ますが、

ドクターを取っていると大体倍─まではいかないけれども、それに近い年俸ですよね。

だから、日本人がドクターを取らないというのはごく自然なことで、今さらここで言って

もしようがないという感じは、なくはないのですよね。 

 

○相澤委員 

 １点だけご参考までに申し上げますと、私のところの学生が、今度、韓国の企業に就職

いたします。修士、博士と終えて、もともと韓国の人で、１年間ポスドクをやりました。

そこでの給料について、「こういうオファーをもらいました」というのを見せてもらった

のですが、日本の電機メーカーとか通信会社に行くのに比べると、多分５割以上は高いと

思いました。日本での金額でそれなので、使い勝手という意味では向こうで５割増しぐら

いに考えられると言うので、倍ぐらいの給料をもらって向こうで仕事をしている。それぐ

らいリサーチに韓国が投資しているという状況は、日本でこれからいい人が出てきても日

本に止まらずに外に出ていってしまうのではないかと本当に思いました。 

 もう一つは、先程の議論に戻るのですけれども、ソフトウェアのベンチャーは多くてハ

ードウェアのベンチャーが少ない、ハードウェアのベンチャーとソフトウェアのベンチャ

ーを分けて考えるべきではないかという話をしていました。ソフトウェアのベンチャーに

しても、基本的に自分で技術を持っていてソフトのコアを売ることができるベンチャーと、

単なる請負で開発するというベンチャーと２種類あるので、ソフトを一緒くたにして分け

るのはよろしくないかなと思いました。 
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 実際、先程の話につながると思うのですが、研究なり何なりで出てきたシーズを一体ど

れくらい事業展開できるレベルまでにしているのかといったところが、結局、ソフトウェ

アなり何なりのシーズを持っているということになると思います。そうでないと注文され

たプログラムを一生懸命こなすというベンチャーになってしまいます。だから、独自のサ

ービスとして出すことのできる技術を持っているかどうかがベンチャーにとってはとても

重要だと思っています。 

 

○中鉢議員 

 ご指摘、物すごくわかるのですが、企業側は物すごくベンチャーを探していると思いま

す。既存のビジネスと違う領域をニュービジネスとして育てようということはどこの企業

も考えていると思います。だけれども、今の企業の人材とかそういう風土の中では、なか

なか育たないということで、外部に物すごく、バジェットも合わせて、海外も含めて、野

球で言うとスカウトに似たようなことをやっています。 

 安く買って高く育てよう、有体に言うとそういうことなのですけれども、我々の例で言

うと、なぜ海外が多いかというと、海外の人たちはその技術もさるものながら、そういう

文化、そういう専門知識を社内で植えつけてもらいたい、仮にその技術がだめでも人材と

して取り込もうという２つの側面があります。それに対して日本のベンチャーは、どうも

技術指向が強いように思います、印象として。 

 それから、今、ソフトとハードのお話がありましたけれども、ソフトウェアの場合、海

外の場合にはある実績を持っています。ですから、ソフトウェアの場合には即戦力として

使えるところがあると思います。それに対してハードウェアは、パテントを持っているぐ

らいで、それを産業化するためにはもっと設備投資や、量産化対応が必要であり、そうい

うリスクが大きいように思います。 

 決して成功ばかりではなくて、むしろ随分高い金で買わされたり、損しているものもあ

ります。でも、日本のベンチャーと海外のベンチャーを比較すると、人材の広がりと、そ

れからソフトウェアの仕上がり具合が明らかに違うと思います。仕上がり具合がない状態

で売っても、なかなか買い手がつかないのではないかという感じがします。 

 

○池内委員 

 実は私、カーネギーメロンに 10 年ほどいたのですけれども、その間に、ベンチャーとい

うのはどういうものかみんなに聞いたわけです。日本では、技術があってベンチャーを作

ってもうけるのだと思われるのです。私が見聞きしたベンチャーは、少し違いました。大

学の技術は、そのままでは、外へ出て行かない。たとえば、ある大学院生がソフトをつく

ってもその院生が卒業すれば終わり、しかし、実際に動かすためには、普段の手入れがい

ります。これは、大学の研究とは少し異なるものです。そういった大学の技術を、外にだ

すための橋渡しとして、ベンチャーがいる。大半が、儲かるか儲からないかわからないけ
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れども、大学の技術を外に出すためのビークルとしてベンチャーを作るというカルチャー

があるというのが、まず第１点目です。 

 ２点目は、先ほどの議論に戻るのですけれども、アメリカのベンチャーの大半は、ドク

ターの学生がドクターコースの理論の結果か、あるいはその途中のものを持って出てベン

チャーを作るというのが多かったです。ところが、先ほどの議論ですが、日本ではどうし

てもドクターの学生がいないので、余り深い技術をもったベンチャーができないのではな

いかという気もいたします。 

 

○田中委員 

 大きな議論をなされているときに、別の話でいいでしょうか。 

 これ、たくさん領域があって、その領域は、これからこういう方針でいきましょうとい

うことを今、議論しているところですよね。それで、ちょっと気になりましたので一言。 

 小さな領域の話で申しわけございませんが、一番最後のページの研究開発基盤領域につ

いてです。 

 ここに書かれている方針が、スーパーコンピュータについてですけれども、やる、やら

ないに関して何も書かれていない。中身、小さなこと、要素しか書いていない。人を確保

するとかですね。でも、一番重要なのは、日本はこれからスパコンをやるのかどうか、継

続的にやるかどうかが現時点でものすごく大切な話で、やらないなら「やらない」、やる

なら「やる」、やるなら今から継続的に弾込めをやらないと、とてもではないけれども、

やっていけないわけですよね。その判断なしに小さなことが書いてあるというのがすごく

気になった点でございます。 

 

○齊藤座長補佐 

 大問題だと思います。 

 

○荒川委員 

 ベンチャーの話に戻るのですが、とあるアメリカの有名な先生に、どうしてアメリカで

はベンチャーが成功して、日本ではだめなのでしょうと聞いた話ですと、アメリカでは、

まず優秀な学生はベンチャーをつくって卒業していくわけですね。日本でトップクラスの

学生がベンチャーに行くかというと、まず行かない。まず学生のレベルに差があるそうで

すね。ですから、アメリカでできるベンチャーは非常に有能なものになっている。 

 どうしてアメリカでは、そんな優秀な学生がベンチャーを気軽に作るのか。日本だと倒

産するかもしれない、無職になるかもしれないのに、なぜあえてそんな危険を冒すかとい

うと、アメリカでは、大金持ちの投資家がサイエンスに非常に理解があって、そういうも

のに積極的にお金を出しているそうです。それに対して日本のお金持ちとか投資家はサイ

エンスに全然興味がなくて、全くお金を出さない。何かそういう基本的な国民性の違いが
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あるという話を聞いて、そうすると、やはり子供のときから「サイエンスというのは重要

なのですよ」という、その辺りから教育する必要があるのかなとか、結構長期的な話なの

ではないかと考えております。 

 

○齊藤座長補佐 

 ベンチャーも大学だけの話ではなく、いろいろあると思います。 

 私の周りでも、ベンチャーとも大学とも両方とも付き合っている人がたくさんいますが、

新しい技術をやるのに、ベンチャーと付き合ったほうがはるかに早い、大学とでは遅くて

しようがない、当たり前かもしれませんがこれはみんな言っています。ですから、大学の

成果を持っていくために、そのビークルとしてベンチャーが要るのだというのはその通り

だと思います。 

 今までの大学における研究プロジェクトからいきなりベンチャーというのも、何か少し

飛躍があるような感じがいたしますので、その辺りも含めて、今後、第３期計画の成果を

活かしていくのにどのようにしたらいいか、また検討することになると思います。 

 それから、やはりこのデータ集の中に、ドクターの給料がどのぐらい違うかというデー

タがあるととてもいいと思います。これは比較的容易にとれるデータだと思いますが。 

 

○池内委員 

 もう一つ、ドクターの間にどれぐらいサポートを受けるかということも重要だと思いま

す。例えば韓国のＫＡＩＳＴ等ですと、ドクターコースは全員、韓国政府から給料を支給

されていますから、そのあたりも違うと思います。 

 

○吉川委員 

 ベンチャーの話とか、ドクターの学生をどう扱うかという話ももちろん大事ですが、マ

クロに情報通信分野での国際競争力を考えたときに、私は、やはり研究者の絶対数という

のが非常に大きなファクターではないかと思います。 

 参考資料１－２の４ページに書かれている中国の研究者の数字、これはＩＣＴ分野に限

らないで、もっと広い枠でとられているのですが、これは 2006 年度の数字なのですけれど

も、2007 年には 140 万人強に増えたということで、中国の研究者数とアメリカの研究者数

はもう並んだ。中国の研究者数は日本の研究者数の倍になっている。中国はこの 10 年間で

研究者が３倍に増えている。我々は、やはりこの事実を重く受け止める必要があるのでは

ないかと思います。 

 やはり「量は質を生んでくる」ということで、これから先５年、10 年のＩＣＴ分野での

科学・技術の力を考えたときに、やはりこの事実は冷静に受け止める必要があるのではな

いかというのが１点です。 

 その上で、日本の国際競争力をつなげるためには、先ほど田中委員から問題提起があり
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ましたように、科学技術は立派だけれども、事業とか成果の活用が十分ではないではない

かという点が問題です。おっしゃる通りで、日本の最大の課題はＩＣＴの利活用が非常に

遅れているところだと思います。デンマークにしろスウェーデンにしろ、科学技術で世界

最先端かと言うと、必ずしもそうは言えないのではないか。でも、やはり競争力という面

では評価が高くなっている。やはり情報通信分野も、そのベースとなる技術の開発と同時

に、利活用をどう促進していくかということにフォーカスして今後の方向性も議論したほ

うがいいのではないかと思います。 

 私は、先ほど西尾座長補佐が言われたことがヒントだと思います。いわゆるソーシャル

・イノベーションを推進することが重要です。ユーザと技術をもっと近づけて実証実験を

行っていくとかです。これは資料４－３の今後の対応方針を見ると、そういった所がかな

り入っているので、方向性はこれでいいと思うのですけれども、そろそろこういう領域ご

との議論ではなくて、貢献軸というのですか、出口、課題ごとにとらえるやり方が必要な

のではないかと思います。 

 今、第４期の検討がされていますが、科学技術政策から科学技術イノベーション政策へ

の転換と言われているのは、まさにそのような時代の転換点に来ていることを示している

のではないかと思います。 

 

○中島委員 

 今の吉川委員のお話を受けてお話しをさせていただきます。 

 今日の議論、非常におもしろかったと思うのですけれども、個別の科学技術の議論だけ

ではなくて、制度論にどんどん入ってきているということで、かねがねそういうことばか

り申し上げていたので、非常にいい議論になっているなと思うのですが、今の資料４－３

あるいは資料４－４は（案）と書いてございますので、いずれ「これでよろしゅうござい

ましょうか」と座長補佐がおっしゃると思うのですけれども、この中に、今日いろいろ議

論があった制度であるとか、あるいは社会の仕組みであるとか、あるいは大学としての制

度というよりも取り組みとか、そういった点について盛り込んでいただくわけにはいかな

いのかなと思うのです。 

 その際に１つ、先ほどから参考資料１－２の一番最後を見ながら、ついに理解ができな

かったのですが、日本の情報通信分野に関して言えば、科学と技術と産業のそれぞれの水

準の比較があって、技術はグリーンラインより上にあるので、まあまあよい。産業は、Ｂ

かなと。大体イーブン。科学がよくない。Ｂマイナスになっているのですね。そうすると、

ここは科学技術会議の場なので、いわば日本の競争力を高める、あるいは社会的な課題を

解決するための、科学技術のサプライサイドの政策あるいは資源配分を議論していく場だ

と思うのですけれども、まずは自分たちの庭先を掃かなければいけない。科学技術の制度

あるいは科学技術に関する仕組みあるいは資源配分についてもきちんと物を申した上で、

あるいは厚生労働省の方もいらっしゃるし国土交通省の方もいらっしゃるし、総務省の方
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も経済産業省の方もいらっしゃると思うのですが、そういうユーセージの分野における制

度、システムに注文をつけていく、そういうやり方がフェアかなと思います。まずは自分

の庭先を掃いた上で、よその庭先にも「科学技術から見るとこう見えるぞ」「科学技術サ

プライサイドでつくったシーズがこう活かされるはずなのだよ」といったことを、この要

約版でも本文版でもいいのですけれども、どこかに委員長文責で書いていただけると今日

の議論が活きるなと思うのですが、いかがでしょうか。 

 

○齊藤座長補佐 

 これはスケジュールからして、そろそろまとめなきいけないのですが、今日、大変いい

議論をいただいたので、「これでいいですか」ということは決してないと思います。 

 

○相澤議員 

 大変良い議論が展開されたと思います。私は、総合ＰＴでＰＴ全体をまとめる立場でも

ありますので、今日の議論をどう活かすかという点で具体的な提案をいたします。資料４

－２は、進捗状況が各省からの報告に基づいてまとめられているわけであります。今年の

フォローアップは、この各省の進捗状況の報告をもとに議論が展開されるというスケジュ

ールに組み直してあります。昨年度は、各省のディテールにわたる進捗状況の報告がない

状況で議論が展開されていました。今回は、そこのところをきちんとフェーズ・マッチン

グをしておりますので、ただいま展開された議論を資料４－２－ｂの最後に、議事録では

なく、むしろ生々しく、展開されている状況が浮き上がるようにここに記載していただい

て、それを活かして資料４－３なり４－４がまとめられていくというのが一番筋の通った

ことではないかと思うのです。 

 先ほどご指摘のあったように、資料４の内容についても修正しなければいけないところ

もあるかと思いますので、そういうようなことも含めて、最終的にまとめられるとよろし

いのではないかと思います。 

 スケジュール的には事務局から説明があるかと思いますが、総合ＰＴが予定されている

のが６月末ですね。それまでに、今、申し上げたようなことを全部仕上げていただければ

よろしいわけですので、この会議としては今日がそれに間に合う一番ぎりぎりなのですけ

れども、あとはメール等々でやっていただいて、まとめていただくことが十分できると思

いますので、よろしくお願いします。 

 

○齊藤座長補佐 

 そういうことでよろしいでしょうか。 

 

○事務局 

 はい。 
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○齊藤座長補佐 

 先ほどの参考資料１－２のデータで、例えば中国はすばらしいとかいうお話もあったわ

けで、確かにこのデータを見るとそうなのですけれども、本当にこんなに増えて、中国で

一体何が起こっているのかをよく考えなければいけない。日本でこんなことが起きたら大

変なことになる。 

 中国では、私の聞いている話では、2000 年から 2008 年までで大学の入学定員が４倍に

増えた。今、毎年 600 万人だか 800 万人だか、それぐらい卒業している。就職できないか

ら、しょうがないから大学院に行く。大学院に行っても就職できない。この研究者という

のは一体何なのか。毎年 600 万人研究者になったら大変。８割ぐらいしか就職できなくて、

その半分ぐらいが大学院に行くとかいう。これはいろいろ、日本にいらっしゃる中国系の

方も含めて、そういう研究はたくさんしていますよね。 

 しかしながら、中国では、あと２～３年すると高校生が増えなくなる。大学の定員が増

えたときに何が増えたかというと、私立大学がいっぱいできた。日本も同じですけれども、

増えなくなると私立大学がみんな潰れるとかそういう話で、あと数年でいろいろな問題が

起こるというようなことを言っている研究者もいます。 

 だから、やはりこれだけ増えるということは異常で、よく分析しないといけない。いや、

これで増えて、ちゃんと定着すればいいのかもしれませんが。 

 だから、こういうデータをそのまま引いて「ナントカだ」と言うときには、もう一回検

討が必要なところもあると思いますので、その辺りの使い方に気をつけていただくのがい

いのではないかと思います。 

 今日はちょっと時間がございませんのでこれぐらいにして、さらに何かありましたら、

今、相澤議員のお話のようにいろいろつけ加えることができると思いますので、今週中ぐ

らいに事務局にメールでもいただければ、その辺も含めて追加することができると思いま

す。 

 この議論はこれぐらいにさせていただきたいと思いますが、よろしゅうございましょう

か。 

 

○中鉢議員 

 ちょっと１つだけ。 

 今日初めて出席しての印象なのですけれども、物づくりは中国にいっているし、システ

ムはやはり中国なりインドにいっています。これはＢＰＯ─ビジネス・プロセス・アウ

トソーシングに該当するのかもしれませんが、物すごい勢いで、ある意味ではものづくり

以上に海外にいっている印象があります。これを見て、日本の国際競争力は、情報通信技

術というものを受け皿として、システムを含めて、一体どうなっているのかというと、物

すごい勢いで空洞化し始めているのではないかと思います。 
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 それを一方で見ながら「これは大事にしなければいけない」というのは何となく違和感

があります。それがまず私の印象なのですが、この領域として、社会貢献、産業貢献、あ

るいは科学、あるいは安心・安全といった軸と違う、リアリティのある現実の軸みたいな

ものがあるのではないかと思います。ＩＣＴというのは「情報通信技術」と訳しているの

だと思いますけれども、インフォメーションの「Ｉ」のことを言っているのかコミュニケ

ーションの「Ｃ」のことを言っているのか、あるいは「Ｔ」のことを言っているのか、Ｉ

Ｔという名のもとに、最終的にはディスプレイが出てきたりメモリまで出てくるとなると、

これは一体どこまで扱うのだという疑問が生じます。この領域が、社会と言ったら物すご

く大きいですし、産業と言っても大きいし、ＩＣＴを４分野に絞り込んだのかもしれませ

んけれども、何となく見た感じ、読んだ感じの印象として、茫漠としているなという感じ

がいたします。 

 一方では喫緊の課題として、では暗号技術はどうなっているのだと。さっき齊藤座長補

佐のお話がありましたけれども、これはビジネスにできる問題だけではありませんし、き

ちっとしたところでやらなければいけません。これに対する不安もあるし、それから、ど

んどん仕事が海外にいっている、インドであるとか中国にいっている、こういう情勢の中

で、技術だけでこれが解決するかというと、少し違和感を感じました。 

 

○齊藤座長補佐 

 事務局から何かありますか。ＩＣＴの定義ですか。 

 

○中鉢議員 

 いえ、定義を今さら言うつもりはなくて、現実の問題点を受けたものとしてあるのだろ

うか、１対１の対応で問題解決に結びついているのだろうかということです。例えばディ

スプレイといって一生懸命やるのがＩＣＴなのか、これは少しはみ出ているなという感じ

がしますし、中心にあるＢＰＯの問題はヒットしていないなという感じがいたします。 

 

○事務局 

 先ほど資料４－３でご説明しました社会、産業、科学、安全・安心という貢献軸に関し

ましては、第３期の中にこの４つの貢献、それで分類したものでございます。また、先ほ

どから申し上げているネットワーク領域等の８分野につきましても第３期の分類になって

おりまして、いわゆる平成 18 年につくられた当時の認識ですので、多分、今、中鉢議員が

言われたことに関しましては、年限がたって少し状況が変わってきている面もあるかもし

れません。 

 いずれにしましても、先ほど相澤議員がおっしゃいましたように最後のほうにいろいろ

まとめていく中で、おっしゃったような内容をどう盛り込んでいくか、いろいろ検討させ

ていただければと思います。 
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○須藤委員 

 今、中鉢議員がおっしゃったこと、ごもっともだと思うのですけれども、アメリカが昨

年発表したオバマ政権の経済委員会がまとめたイノベーション戦略は、人材育成で、ある

意味では集中と選択を行う戦略を出しています。重視すべきは、数理的分析能力の高い人

材の養成が第１カテゴリー、第２カテゴリーが企画・立案、組織のマネジメントをやれる

人材育成、ここに中心的に予算投入すると。ものづくりの人材については、どうあがいて

も中国─これは為替、それから賃金の問題があります。中国とか、今後台頭するアフリ

カとか南アジアに勝てやしない。だから、もうそこには注力しない、企業がやるのだった

ら勝手にやれ、政府としてはそこに重きを置かないと。だから、事実上ものづくり放棄。

市場がないということはあると思いますが。 

 我が国からすると、ある意味では過渡期ですので、西ヨーロッパ的な経済に移行すると

ころと、発展を支えていたものづくりのウエートもまだ高いところで、そこら辺の意思決

定は重要になると思うのですけれども、ベクトルを読んで、どこにシフトさせるかという

ことは言ってもいいのではないか。全部カバーするようなことをやると、これは古い勢力

を残し、新しい勢力にはそんなにお金がいかないということで、国全体の活力としては、

やはりじり貧状態に陥る戦略なのかなとは思います。 

 ただ、今の時点でものづくりを放棄しようなんて総合科学技術会議で言えるわけはない

と思いますけれども、そんな感じがいたします。 

 

○齊藤座長補佐 

 大変難しい議論になりましたけれども、「ＩＣＴ」という言葉は、これでは使っていな

いのですよね。「情報通信分野」と言っているのですよね。 

 情報通信分野というのは、確かに昔に比べれば随分広がってきて、今でも広がりつつあ

るということで、こういう中で、昔はそういうことを言わなかったような分野もあるいは

あるのかもしれないと思います。 

 しかし、ものづくりそのものは、ここには入っていないのですよね。ものづくりの前の

レベルだと。それから、ものづくりをアウトソーシングするという話もここには入ってい

なくて、「国際競争力」と言うときに、日本で作るから日本に国際競争力があるのだとい

う議論も多分余りなくて、要するに日本の技術が活きて、それが日本にどういう競争力が

あるかというのは大変難しいわけで、日本の企業が儲かるのが競争力があるということな

のか、あるいは「これが日本の企業だ」などということ自体、今や言わなくてもいいこと

なのか、いろいろな議論があると思います。アメリカのように言えば、それをドライブし

ている人がアメリカ人ではなくて、よその国で生まれた人だということもあると思います

が、しかし、やはりＳＯＮＹさんなら「ＳＯＮＹ」と名前のついたものにちゃんと国際競

争力があるということが日本の国際競争力があることのあらわれであると、多分、多くの
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方は認識するのではないかと思うのですが、ちょっとそこのところ、日本の競争力という

のがどういう意味かというのも、ちゃんと議論しないといけないと思いますが。 

 

○中鉢議員 

 各企業、各産業によって物の考え方は違うだろうと思いますけれども、この領域で言う

と、『なぜアップル、マイクロソフト、グーグルに勝てないのか、なぜハードウェアがイ

ンテルなのか、全部とられている』という議論があります。それを「日本が日の丸で頑張

ろうではないか」といってねじり鉢巻で頑張るのも一つの解だとは思いますけれども、し

かし、今このぐらいのデファクトになっていれば、アップルでもグーグルでも使ったらい

いだろうという考え方も１つあるだろうと思います。 

 これは、解があって、それを使い切っているのかどうか。使い切れていない日本という

のがあると思います。電子政府にしてもしかりです。なぜいろいろなところで使わないの

だろうかと。今さら科学が関与する領域の問題ではないというところが大半ではないかと

思います。一方で、ピュアな科学から始めてやっていくということも夢のある仕事で、日

本はそこの領域と、２つあるような気がしています。 

 遠隔医療を使おうとか、あるいは、今持っている交通システム、ＩＴＳですか、そうい

うものを加速させようとか、今日的な、喫緊の課題もいろいろ出されています。やはりこ

このところは情報通信ＰＴで指針を出すところなのかなと、期待しているところでありま

す。 

 

○齊藤座長補佐 

 その点では、今までのこのＰＴの議論と非常に一致していると思います。違うところは

ないと思います。まさにそういう認識であると私も思っていますが、多分ここの皆さんも

そうだと思います。 

 その中で、さっきいろいろ議論がありました、科学から出発するようなところもあるし、

ちょっとそれは置いておいて、例えば日本の電子政府が広く使われているとか、それによ

って国民の生活がよくなっているとか、そういったこともある。「国際競争力」と言うと

きには、その両方が入った指標が足し算されている。何で、それをどういうふうに足し算

しているのかを見てみると、もう一つわからないところがあるねというのが参考資料１－

２だと思いますが、多少中身を理解した上で引用するのはいいのではないかと思います。 

 そんなところで、よろしゅうございましょうか。 

 もう予定の時間を 15 分過ぎているのですが、今のような議論を資料４－２と４－３にう

まく入れて、情報通信分野の報告にする。そのときにさらに入れるものがあったら、今週

中に事務局に言っていただく、そのようなことでよろしゅうございましょうか。 

 

○事務局 
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 総合ＰＴが６月末でございまして、それに向けて、ただいま議題になりました件、資料

４－２－ｂ、また４－３、少々説明がありました４－４、これは４－３を書き下したもの

でございますけれども、これが総合ＰＴに上がっていくわけでございます。これに関しま

しては、総合ＰＴまでの、他の分野も含めた全体の資料の取りまとめのスケジュール等々

を勘案しまして資料を作成いたします。 

 早目にメール等々でいただければとは思いますけれども、別途事務局のほうから皆様方

に、コメントの締め切り期限も含めて紹介いたしますので、それにコメント等々返信して

いただければ、それを極力反映した形で資料を作成させていただきたいと思います。後ほ

どメールでご連絡いたします。 

 

○齊藤座長補佐 

 そういうことで、皆様にご意見をいただいて、事務局の方でできるだけそれを反映して

まとめさせていただくということでございます。 

 そういう事情もございますので、最終案は奥村座長にご一任いただくということでよろ

しゅうございましょうか。 

 

○齊藤座長補佐 

 ありがとうございました。 

 それでは、資料５の情報セキュリティに関連して、内閣官房情報セキュリティセンター

からご説明があるということでございますので、よろしくお願いします。 

 

○内閣官房 

 貴重なお時間を頂き、ありがとうございます。 

 去る５月 11 日に、情報セキュリティ政策会議で決定されました「国民を守る情報セキュ

リティ戦略」について、手短にご説明させて頂きたいと思います。 

 この戦略の決定場所である情報セキュリティ政策会議でございますが、官房長官を議長、

ＩＴ担当大臣を副議長とし、このほか総務、経産、警察、防衛の６閣僚に、有識者構成員

６名を加えた、合計 12 名の合議体でございまして、官民連携の下にオールジャパンで日本

の情報セキュリティ政策を考えていこうという場でございます。この会議において、2013

年までを目途として、日本の情報セキュリティ政策はいかにあるべきかという大きな方向

性を纏めて頂いたものが、この「国民を守る情報セキュリティ戦略」でございます。 

 問題意識として、我々を取り巻く情報セキュリティの環境がかなり変わってきています。

具体的には、昨年７月に米韓政府機関に対する大規模なＤＤｏＳ攻撃が起こり、特に韓国

では大きな被害が発生しました。日本国内においても、昨年末から年明けにかけてガンブ

ラー攻撃という手法で、日本の大企業のホームページが攻撃対象となり、かなり大きな被

害が発生しました。このように、国民に直接被害が及ぶような事態が、現実の問題として
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かなり身近な所で発生するようになってきているというのが１つ目の問題意識でございま

す。 

 それから、今日の議論にもございましたけれども、経済活動の基盤があらゆる場面でネ

ットワークに繋がるようになってきています。次々に新しい技術が登場し、従来に増して、

情報通信技術への依存度が高まってきている中で、いかに国民の財産を守り、安全・安心

な生活を維持していくか、こういう観点からご議論を頂いているということでございます。 

 ポイントは２つでございまして、情報セキュリティ問題を国の安全保障や危機管理とい

う観点から捉まえるべきというのが１点目、情報通信技術の利活用を促進して、我が国の

経済的な活力をどうやって維持していくかという経済政策的な観点が２点目であり、この

両面から政策的なアプローチをしていかなければいけないということが大きな方向性とし

て打ち出されたことがポイントでございます。 

 具体的に何をやっていくかというのは、２ページ目に記載してございます。先ほど申し

上げた考え方に従い、大規模なサイバー攻撃に国としてどうやって対処していくのか。こ

の対処体制を強化するよう整備していきましょうというのが１つ目の取組みでございます。

それから、新たな環境変化に対応した情報セキュリティ政策として、情報セキュリティの

基盤を強化していこうというのが２つ目の取組みでございます。これらの対象は、政府機

関や重要インフラといった分野別の基盤の強化もありますが、「国民を守る」とタイトル

に入れてございます通り、国民あるいは利用者目線で必要な情報セキュリティ対策は何か

という観点で見直しを行い、この部分を強化していこうということでございます。 

このほかにも、情報セキュリティに係わる国際連携や研究開発戦略、それから社会制度

や、法制度の整備、こういった問題にも総合的に取り組んでいく必要があるということを

取り纏めたものでございます。 

 現在、関係省庁のご協力を頂きまして、本年度の具体的な施策、どういった施策を政府

として優先的に講じていくのかについて、６月中を目途に取り纏めの作業を進めていると

ころでございます。 

 以上、「国民を守る情報セキュリティ戦略」、５月 11 日の情報セキュリティ政策会議の

決定事項についてご紹介させていただきました。貴重な機会を頂戴し、ありがとうござい

ます。 

 

○齊藤座長補佐 

 これにつきまして、ご意見、ご質問、その他あればお願いしたいと存じます。 

 私が心配しているのは、国際連携の強化のところで「米国、ＡＳＥＡＮ、欧州等」と書

いてあるでしょう。これは余り名指ししないほうがいいと思います。最近、大変問題にな

っているのはブラジルですね。ここに専門家もおられるかもしれませんが、今、日本に来

るボット攻撃の非常に大きな部分がブラジルからなのですよね。始終変わるのですよ。だ

から、これは余り名指ししないほうがいい。 
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○内閣官房 

 記載している地域の考え方でございますが、情報セキュリティのあるべき姿や価値観を

共有して、一緒にグローバルな場面で新たな情報セキュリティ問題に対処して頂ける国や

地域を記載しています。問題がある地域を名指しして、問題があるから連携していくとい

う観点ではございません。 

 

○齊藤座長補佐 

 そうではなくて、現に日本はブラジルと協力しています。ですから、全部と協力しなけ

ればいけないので、共有しているのはこの国だという意味ではないし、余り決まったよう

に言わないほうがいい、それだけです。ブラジルとも協力しています。 

 他に何かございますでしょうか。 

 大分時間が過ぎてしまって、すみません。これで本日の議事は終了なのでございますが、

全体を通してぜひということがありましたらお願いしたいと思いますが、よろしゅうござ

いましょうか。 

 中鉢議員、いろいろお話を伺いまして大変勉強になりました。ありがとうございます。 

 

○青山委員 

 今、第４期の科学技術の基本計画のパブリックコメントをやっていますよね。６月７日

締め切りでしたでしょうか。あれを見ると、どうも情報通信分野、この我々の分野の国に

おける重要さが余り出ていないように思うのですよ。もちろんライフ・イノベーション、

グリーン・イノベーションも大事なのだけれども、こういう情報通信技術なりＩＣＴなり

の重要性を我々はもう少し訴えるべきだと思います。だから、ここのメンバーはどんどん

パブコメを出しましょうということを、私、一言提案させていただきたいと思います。 

 

○齊藤座長補佐 

 ありがとうございました。ぜひ皆様、よろしくお願いいたします。 

 

○奥村座長 

 もう時間を過ぎているので最後に１点だけ。 

 大変真剣な議論をしていただき、ありがとうございました。できるだけ先生方のご意見

を反映するようにさせていただきたいと思います。 

 たまたま今、青山委員から、情報通信分野の第４期の科学技術の基本計画で、ＩＣＴの

重要性が足りないではないかというご指摘があったのですが、冒頭申し上げたことで１点

抜けておりまして、第４期は、従来の「科学技術基本計画」から「科学・技術・イノベー

ション政策」に移っております。その意味は、科学技術のほかに、例えば人材であります
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とか産業政策ですね、これらが、科学技術政策と隣接してあるわけでして、そういったよ

り俯瞰的な立場から、日本の発展といいましょうか、国力の増強、そういう視点が入って

いるということが１点。 

 さはさりながら、やはり国としてやるべきことと、民間がより中心的にやることの峻別、

そこは明確にしていく。私が今日のご議論を聞いていて、やはりまだ遠いのかなと思うの

は、民間企業の方と大学の先生方の事実に対する認識の差が大きい。その差を早く埋めな

いと方向性が定まらないので、この努力は、それこそ青山委員の学会を含めて精力的に、

日常的に、それぞれの先生方も努めていただきたい。そして、いいアイデアなり事実認識

ができたら、ぜひこういうところでもご紹介いただきたいということを最後にお願いした

いと思います。 

 本日はどうもありがとうございました。 

 

○齊藤座長補佐 

 大変真剣な議論をしていただいて、最後は奥村座長から大変難しい、本質的なご指摘を

いただきました。そういう方向に向けて皆様にご努力いただきたいと思います。 

 ありがとうございました。 

以 上 


